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コロナ禍に伴う特例措置にも注意
仮決算による中間申告の

実務ポイント

デロイト トーマツ税理士法人

西野　拓
デロイト トーマツ税理士法人

宮澤　しおり

こ
の
記
事
の
エ
ッ
セ
ン
ス

●前期より業績が悪化したなどの場合には、通常の予定申告に代えて仮決算に
よる中間申告を行うことができる。
●災害損失が生じている場合には、仮決算による中間申告の場合でも災害損失
の繰戻しによる還付の制度がある。
●電子申告の義務化措置は、仮決算による中間申告に対しても適用される。

法
人
税
お
よ
び
地
方
税
に
つ
い
て
は
中

間
申
告
納
付
の
制
度
が
設
け
ら
れ
て
い
る

が
、
今
般
の
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染

症（
以
下
、「
本
感
染
症
」と
い
う
）の
影
響

に
伴
い
当
期
の
業
績
が
前
期
よ
り
悪
化

し
、
仮
決
算
に
よ
る
申
告
を
検
討
す
る

ケ
ー
ス
が
多
く
な
る
も
の
と
思
わ
れ
る
。

本
稿
で
は
、
仮
決
算
に
よ
る
法
人
税
・

地
方
税
の
中
間
申
告
に
つ
い
て
解
説
す

る
。
な
お
、
文
中
の
意
見
に
わ
た
る
部
分

は
筆
者
の
私
見
で
あ
る
こ
と
を
あ
ら
か
じ

め
申
し
添
え
る
。

仮
決
算
に
よ
る
法
人
税
の

中
間
申
告

⑴　
中
間
申
告
制
度
の
概
要

内
国
法
人
で
あ
る
普
通
法
人
は
、
そ
の

事
業
年
度
が
６
カ
月
を
超
え
る
場
合
に

は
、
そ
の
事
業
年
度
開
始
の
日
以
後
６
カ

月
を
経
過
し
た
日
か
ら
２
カ
月
以
内
に
法

人
税
の
中
間
申
告
納
付
が
必
要
と
さ
れ
て

い
る（
法
法
71
①
）。
た
だ
し
、
次
の
い
ず

れ
か
に
該
当
す
る
場
合
に
は
、
中
間
申
告

納
付
は
不
要
で
あ
る
。

①　
前
事
業
年
度
の
実
績
に
基
づ
く
納
付

す
べ
き
税
額（
当
該
前
事
業
年
度
の
確

定
法
人
税
額
÷（
当
該
前
事
業
年
度
の

月
数
）×
６
）が
10
万
円
以
下
で
あ
る
場

合
ま
た
は
、納
付
す
べ
き
税
額
が
な
い

場
合（
法
法
71
①
一
）

②　
災
害
等
に
よ
る
申
告
期
限
の
延
長
に

よ
り
、中
間
申
告
書
の
提
出
期
限
が
そ

の
事
業
年
度
の
確
定
申
告
書
の
提
出
期

限
と
同
一
の
日
と
な
る
場
合（
法
法
71

の
２
）

中
間
申
告
納
付
義
務
の
あ
る
場
合
、
前

事
業
年
度
の
実
績
に
基
づ
く
中
間
申
告

（
予
定
申
告
）に
代
え
、
仮
決
算
に
よ
る
中

間
申
告
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。た
だ
し
、

前
記
の
①
②
に
該
当
す
る
場
合
ま
た
は
、

仮
決
算
に
よ
る
中
間
申
告
に
基
づ
く
納
付

す
べ
き
税
額
が
予
定
申
告
に
よ
り
納
付
す

べ
き
税
額
を
超
え
る
場
合
は
、
仮
決
算
に

よ
る
中
間
申
告
は
行
え
な
い
も
の
と
さ
れ

て
い
る（
法
法
72
①
た
だ
し
書
き
）。

中
間
申
告
に
は
、
確
定
申
告
と
同
様
の

申
告
期
限
の
延
長
制
度（
法
法
75
、
75
の

２
）は
設
け
ら
れ
て
い
な
い
。
中
間
申
告
書

を
提
出
す
べ
き
法
人
が
中
間
申
告
書
を
提

出
期
限
ま
で
に
提
出
し
な
か
っ
た
場
合
に

は
、
そ
の
提
出
期
限
に
お
い
て
、
予
定
申

告
に
よ
る
申
告
書
の
提
出
が
あ
っ
た
も
の

と
み
な
さ
れ
る（
法
法
73
）。

実  務実  務
解説
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⑵　

仮
決
算
に
よ
る
中
間
申
告
と
確

定
申
告
で
計
算
方
法
が
異
な
る
も

の仮
決
算
に
よ
る
中
間
申
告
に
お
い
て
は
、

事
業
年
度
開
始
の
日
以
後
６
カ
月
の
期
間

（
中
間
期
間
）を
一
事
業
年
度
と
み
な
し

て
、
当
該
期
間
の
所
得
金
額
ま
た
は
欠
損

金
額
お
よ
び
法
人
税
額
を
計
算
す
る（
法

法
72
①
一
）。
こ
の
た
め
、
確
定
申
告
と
同

様
の
方
法
に
よ
り
計
算
を
行
う
こ
と
と
な

る
が
、
次
の
規
定
で
は
確
定
申
告
の
場
合

と
取
扱
い
が
異
な
る
た
め
留
意
を
要
す
る
。

①
　
特
定
同
族
会
社
の
特
別
税
率
（
留

保
金
課
税
）

特
定
同
族
会
社
の
特
別
税
率
の
規
定

は
、
仮
決
算
に
よ
る
中
間
申
告
の
場
合
に

は
適
用
さ
れ
な
い（
法
法
72
①
二
）。

②
　
所
得
税
額
の
還
付

確
定
申
告
に
お
い
て
は
、
所
得
税
額
控

除
お
よ
び
外
国
税
額
控
除
の
規
定
に
よ
る

控
除
を
さ
れ
る
べ
き
金
額
の
う
ち
、
法
人

税
額
か
ら
控
除
し
き
れ
な
か
っ
た
も
の
が

あ
る
場
合
は
還
付
さ
れ
る
が
、
仮
決
算
に

よ
る
中
間
申
告
の
場
合
に
は
、
災
害
損
失

金
額
が
あ
る
場
合
を
除
き
、
還
付
の
規
定

は
設
け
ら
れ
て
い
な
い（
法
法
72
④
、
74

①
三
）。

災
害
損
失
金
額
が
あ
る
場
合
で
、
中
間

申
告
に
よ
り
還
付
さ
れ
た
所
得
税
額
は
、

確
定
申
告
に
お
け
る
所
得
税
額
控
除
の
対

象
か
ら
除
外
さ
れ
る
旨
の
規
定
が
お
か
れ

て
い
る
が（
法
法
68
③
）、
仮
決
算
に
よ
る

中
間
申
告
に
お
い
て
は
、
当
該
規
定
は
適

用
さ
れ
な
い（
法
法
72
①
二
）。

③
　
仮
装
経
理
に
基
づ
く
過
大
申
告
の

場
合
の
更
正
に
伴
う
法
人
税
額
の
控

除仮
決
算
に
よ
る
中
間
申
告
に
お
い
て

は
、
当
規
定（
法
法
70
）は
適
用
さ
れ
な
い

（
法
法
72
①
二
）。

④
　
一
括
償
却
資
産
の
損
金
算
入
限
度

額
の
計
算

仮
決
算
に
よ
り
中
間
申
告
を
行
う
場
合

に
は
、
そ
の
中
間
期
間
中
に
事
業
の
用
に

供
し
た
一
括
償
却
資
産
の
損
金
算
入
限
度

額
は
、
一
括
償
却
対
象
額
を
36
で
除
し
た

金
額
に
６
で
は
な
く
、
事
業
年
度
の
月
数

（
１
年
決
算
法
人
の
場
合
、
12
）そ
の
も
の

を
乗
じ
る（
法
令
133
の
２
①
、150
の
２
①
）。

な
お
、
前
事
業
年
度
以
前
に
事
業
の
用

に
供
し
た
一
括
償
却
資
産
に
つ
い
て
は
、

中
間
期
間
の
月
数
で
あ
る
６
を
乗
じ
る
。

⑶　
そ
の
他
計
算
上
の
留
意
点

前
記
⑵
①
～
④
以
外
の
項
目
に
つ
い
て

は
、
確
定
申
告
の
場
合
と
同
様
の
規
定
に

よ
り
計
算
を
行
う
こ
と
と
な
る
が
、
次
の

よ
う
な
項
目
に
つ
き
留
意
が
必
要
で
あ
る

と
考
え
ら
れ
る
。

①
　
減
価
償
却
資
産
の
償
却
率
の
計
算

減
価
償
却
資
産
の
償
却
率
は
、
事
業
年

度
が
１
年
で
あ
る
こ
と
が
前
提
と
な
っ
て

お
り
、
仮
決
算
に
よ
る
中
間
申
告
の
場
合

は
、
次
の
ⅰ
ま
た
は
ⅱ
の
調
整
が
必
要
と

な
る
⑴
。

ⅰ
　
旧
定
率
法
の
場
合

当
初
の
耐
用
年
数
に
12
を
乗
じ
、
中
間

期
間
の
月
数
で
あ
る
６
で
除
し
て
算
出
し

た
耐
用
年
数
に
応
じ
た
、
旧
定
率
法
の
償

却
率
を
用
い
る（
耐
用
年
数
省
令
４
②
、

耐
用
年
数
の
適
用
等
に
関
す
る
取
扱
通
達

（
以
下
、「
耐
用
年
数
取
扱
関
係
通
達
」と
い

う
）５
─
１
─
１
⑵
）。
す
な
わ
ち
、
当
初

の
耐
用
年
数
の
２
倍
に
当
た
る
耐
用
年
数

と
な
る
⑵
。

ⅱ
　
旧
定
額
法
・
定
率
法
・
定
額
法
の
場

合当
初
の
償
却
率
ま
た
は
改
定
償
却
率
に

６
を
乗
じ
、
こ
れ
を
12
で
除
し
た
率
に
よ

り
償
却
限
度
額
の
計
算
を
行
う
。
計
算
結

果
に
小
数
点
以
下
第
３
位
未
満
の
端
数
が

あ
る
場
合
に
は
切
り
上
げ
る（
耐
用
年
数

省
令
４
②
、
５
②
④
、
耐
用
年
数
取
扱
関

係
通
達
５
─
１
─
１
⑴
）。

②
　
試
験
研
究
費
の
税
額
控
除

仮
決
算
に
よ
る
中
間
申
告
で
試
験
研
究

費
に
係
る
控
除
税
額
を
計
算
す
る
際
に

は
、次
の
規
定
に
留
意
が
必
要
と
な
る（
措

法
42
の
４
⑧
五
、十
一
）。

■
平
均
売
上
金
額

前
期
以
前
の
各
事
業
年

度（
売
上
調
整
年
度
）の
売

上
金
額
に
は
、中
間
期
間

と
異
な
る
月
数
の
事
業

年
度
に
係
る
も
の
が
生
じ

る
。こ
の
場
合
は
、算
式

１
に
よ
り
算
出
し
た
金
額

（
改
定
売
上
金
額
）を
平

均
売
上
金
額
の
計
算
に
用

い
る
。

■
比
較
試
験
研
究
費
の
額

前
期
以
前
の
各
事
業
年

度（
調
整
対
象
年
度
）に

係
る
試
験
研
究
費
の
額
に

は
、中
間
期
間
と
異
な
る

月
数
の
事
業
年
度
に
係
る

も
の
が
生
じ
る
。こ
の
場

合
は
、算
式
２
に
よ
り
算

出
し
た
金
額（
改
定
試
験

研
究
費
の
額
）を
比
較
試
験
研
究
費
の
額

の
計
算
に
用
い
る
。

③
　
そ
の
他

前
記
の
ほ
か
、
中
間
期
間
が
６
カ
月
で

あ
る
こ
と
に
関
連
し
て
注
意
す
べ
き
と
考
え

ら
れ
る
規
定
は
主
に
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

■
中
小
法
人
の
軽
減
税
率（
法
法
66
④
）

（算式１）　平均売上金額の計算

（売上調整年度に
おける売上金額）

（その売上調整
年度の月数）

×６÷

（算式２）　比較試験研究費の計算
（調整対象年度

における試験
研究費の額）

×６÷（その調整対象
年度の月数）

実務解説
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■
交
際
費
等
の
損
金
算
入
限
度
額（
措
法

61
の
４
①
②
）

■
特
別
償
却
準
備
金
の
益
金
算
入
額（
措

法
52
の
３
⑤
）

■
繰
延
資
産
の
償
却
限
度
額（
法
令
64
①
）

■
寄
附
金
の
損
金
算
入
限
度
額（
資
本
基

準
額
）（
法
令
73
①
一
イ
）

■
給
与
等
の
引
上
げ
お
よ
び
設
備
投
資
を

行
っ
た
場
合
等
の
法
人
税
額
の
特
別
控

除（
比
較
雇
用
者
給
与
等
支
給
額
等
の

計
算
）（
措
法
42
の
12
の
５
③
五
ロ
、措

令
27
の
12
の
４
の
２
⑥
）

⑴　

た
だ
し
、
１
年
決
算
法
人
で
旧
定
額
法
・
旧
定
率
法
・

定
額
法
ま
た
は
定
率
法
を
採
用
し
て
い
る
も
の
が
、そ
の
事

業
年
度
を
６
カ
月
ご
と
に
区
分
し
て
償
却
限
度
額
を
計
算

し
、合
計
額
を
も
っ
て
そ
の
事
業
年
度
の
償
却
限
度
額
と
し

て
い
る
場
合
に
お
い
て
、
６
カ
月
ご
と
に
区
分
し
た
期
間
に

適
用
す
る
償
却
率
ま
た
は
改
定
償
却
率
を
、（
当
初
の
償
却

率
ま
た
は
改
定
償
却
率
）×
１
／
２
と
し
て
求
め
た
率（
小

数
点
以
下
第
４
位
ま
で
求
め
た
率
）と
し
、
事
業
年
度
の
期

首
帳
簿
価
額（
旧
定
額
法
ま
た
は
定
額
法
を
採
用
し
て
い

る
場
合
は
、
取
得
価
額
）ま
た
は
減
価
償
却
資
産
の
改
定
取

得
価
額
を
基
礎
と
し
て
、６
カ
月
ご
と
に
区
分
し
た
期
間
の

償
却
限
度
額
を
計
算
し
て
い
る
と
き
は
、仮
決
算
に
よ
る
中

間
申
告
に
お
い
て
も
こ
れ
を
認
め
る
取
扱
い
と
さ
れ
て
い
る

（
耐
用
年
数
取
扱
関
係
通
達
５
─
１
─
２
）。

⑵　

た
だ
し
、
計
算
結
果
が
１
０
０
年
を
超
え
る
場
合
は
対

応
す
る
旧
定
率
法
償
却
率
が
存
在
し
な
い
こ
と
か
ら
、
帳

簿
価
額
に
当
初
の
旧
定
率
法
償
却
率
を
乗
じ
て
年
間
ベ
ー

ス
の
償
却
限
度
額
を
求
め
、こ
れ
を
月
数
按
分（
６
月
／
12

月
）し
た
金
額
を
、仮
決
算
に
よ
る
中
間
申
告
に
お
け
る
償

却
限
度
額
と
す
る（
法
基
通
７
─
４
─
１
）。

⑷　
提
出
上
の
手
続

仮
決
算
に
よ
る
中
間
申
告
を
行
う
場
合

に
は
、
そ
の
中
間
期
間
の
末
日
に
お
け
る

貸
借
対
照
表
、
そ
の
中
間
期
間
の
損
益
計

算
書
お
よ
び
株
主
資
本
等
変
動
計
算
書
な

ら
び
に
こ
れ
ら
に
係
る
勘
定
科
目
内
訳
明

細
書
を
申
告
書
に
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。
な
お
、
法
人

の
事
業
等
の
概
況
に
関
す
る
書
類
は
提
出

不
要
で
あ
る（
法
法
72
②
、
法
規
33
）。

減
価
償
却
資
産
の
償
却
方
法
の
届
出

書
、
棚
卸
資
産
の
評
価
方
法
の
届
出
書
等

は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
規
定
に
定
め
ら
れ
た
事

業
年
度
に
係
る
確
定
申
告
書
の
提
出
期
限

ま
で
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と

と
さ
れ
て
い
る
が
、
仮
決
算
に
よ
る
中
間

申
告
を
行
う
場
合
は
、
提
出
期
限
が
中
間

申
告
書
の
提
出
期
限
に
繰
り
上
が
る
こ
と

に
留
意
す
る
必
要
が
あ
る（
法
令
29
②
、

51
②
ほ
か
）。

ま
た
、
２
０
２
０
年
４
月
１
日
以
後
に

開
始
す
る
事
業
年
度
に
お
け
る
、
特
定
法

人（
事
業
年
度
開
始
の
と
き
に
お
い
て
資
本

金
の
額
が
１
億
円
を
超
え
る
内
国
法
人
そ

の
他
一
定
の
内
国
法
人
）に
対
す
る
電
子
申

告
の
義
務
化
措
置（
法
法
75
の
３
ほ
か
）は
、

仮
決
算
に
よ
る
中
間
申
告
に
も
適
用
さ
れ

る
。仮

決
算
に
よ
る
地
方
税

（
住
民
税
お
よ
び
事
業
税・

特
別
法
人
事
業
税
）の

中
間
申
告

住
民
税
お
よ
び
事
業
税
・
特
別
法
人
事

業
税
に
つ
い
て
も
、
仮
決
算
に
よ
る
中
間

申
告
の
規
定
が
設
け
ら
れ
て
い
る（
地
法

53
①
、
72
の
26
①
、
321
の
8
①
）。

「
仮
決
算
に
よ
る
法
人
税
の
中
間
申
告
」

⑷
で
前
述
し
た
電
子
申
告
の
義
務
化
は
、

地
方
税
で
も
同
様
に
適
用
さ
れ
る（
地
法

72
の
32
①
）。

⑴　
法
人
税
が
単
体
申
告
の
場
合

①
　
住
民
税

法
人
税
と
同
一
の
方
法
に
よ
り
中
間
申

告
を
行
う
。「
仮
決
算
に
よ
る
法
人
税
の
中

間
申
告
」⑴
に
よ
り
法
人
税
の
中
間
申
告

が
不
要
と
さ
れ
る
法
人
に
つ
い
て
は
、
住

民
税
の
中
間
申
告
も
不
要
で
あ
る
。

②
　
事
業
税
・
特
別
法
人
事
業
税

法
人
税
の
申
告
方
法
に
か
か
わ
ら
ず
、

予
定
申
告
か
仮
決
算
に
よ
る
中
間
申
告
か

を
選
択
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
ま
た
、
住

民
税
と
は
異
な
り
、
法
人
税
の
中
間
申
告

が
不
要
な
場
合
で
あ
っ
て
も
、
外
形
標
準

課
税
の
対
象
法
人
ま
た
は
収
入
割
額
を
課

さ
れ
る
法
人
に
つ
い
て
は
、
事
業
税
お
よ

び
特
別
法
人
事
業
税
の
中
間
申
告
が
必
要

と
な
る（
地
法
72
の
26
⑧
）⑶
。

ま
た
法
人
税
と
同
様
に
、
仮
決
算
に
よ

る
中
間
申
告
に
基
づ
く
納
付
税
額
が
予
定

申
告
に
よ
る
納
付
税
額
を
超
え
る
場
合

は
、
仮
決
算
は
選
択
で
き
な
い
。
超
え
る

か
否
か
は
事
業
税
額
全
体
で
判
定
す
る
ほ

か
、
分
割
法
人
に
つ
い
て
は
都
道
府
県
ご

と
に
判
定
す
る
こ
と
と
な
る
。こ
の
た
め
、

法
人
税
で
仮
決
算
を
選
択
す
る
場
合
で
も

事
業
税
・
特
別
法
人
事
業
税
で
は
選
択
で

き
な
い
場
合
が
あ
る
ほ
か
、
分
割
法
人
の

場
合
は
都
道
府
県
ご
と
に
申
告
方
法
が
異

な
る
ケ
ー
ス
も
考
え
ら
れ
る
。

中
間
申
告
納
付
義
務
の
あ
る
法
人
が
中

間
申
告
書
を
提
出
期
限
ま
で
に
提
出
し
な

か
っ
た
場
合
に
は
、
法
人
税
と
同
様
に
、

そ
の
提
出
期
限
に
お
い
て
予
定
申
告
に
よ

る
申
告
書
の
提
出
が
あ
っ
た
も
の
と
み
な

さ
れ
る（
地
法
72
の
26
⑤
）。

⑶　

た
だ
し
、
災
害
等
に
よ
る
申
告
期
限
の
延
長
に
よ
り
、

中
間
申
告
書
の
提
出
期
限
が
そ
の
事
業
年
度
の
確
定
申
告

書
の
提
出
期
限
と
同
一
の
日
と
な
る
場
合
は
、
中
間
申
告

は
不
要
で
あ
る（
地
法
72
の
27
）。

⑵　
法
人
税
が
連
結
納
税
申
告
の
場

合法
人
税
で
連
結
納
税
を
採
用
し
て
い
る

場
合
に
は
、
住
民
税
お
よ
び
事
業
税
・
特

別
法
人
事
業
税
の
ど
ち
ら
も
仮
決
算
に
よ

る
中
間
申
告
は
選
択
で
き
な
い
こ
と
と
さ

れ
て
い
る（
地
法
53
②
、
72
の
26
①
、
321

の
８
②
）。
中
間
申
告
納
付
が
必
要
な
場

合
は
、
予
定
申
告
の
方
法
に
よ
り
行
う
こ

と
と
な
る
⑷
。

⑷　

事
業
税
・
特
別
法
人
事
業
税
に
つ
い
て
は
、
収
入
割
の

み
を
申
告
納
付
す
る
法
人
は
、
連
結
納
税
を
採
用
し
て
い

る
場
合
で
も
仮
決
算
に
よ
る
中
間
申
告
が
可
能
で
あ
る
。
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本
感
染
症
の
影
響
に
伴

う
、仮
決
算
に
よ
る
中
間

申
告
に
関
す
る
措
置

⑴　

申
告
書
の
提
出
期
限（
や
む
を

得
な
い
理
由
に
よ
る
提
出
期
限
の

延
長
）

災
害
等
の
や
む
を
得
な
い
理
由
に
よ
り

期
限
ま
で
に
申
告
納
付
等
を
行
う
こ
と
が

困
難
で
あ
る
場
合
に
は
、
個
別
の
申
請
に

よ
る
期
限
の
延
長
が
認
め
ら
れ
る
こ
と
と

さ
れ
て
お
り
、
本
感
染
症
に
伴
う
も
の
に

つ
い
て
も
利
用
可
能
で
あ
る（
通
則
法
11
、

通
則
令
３
③
④
）。
こ
れ
は
、
確
定
申
告

だ
け
で
な
く
、
仮
決
算
に
よ
る
中
間
申
告

書
に
つ
い
て
も
同
様
に
適
用
さ
れ
る
。

一
方
、
中
間
申
告
に
つ
い
て
は
、
予
定

申
告
に
よ
る
申
告
書
の
み
な
し
提
出
規
定

が
あ
る（
法
法
73
）。し
か
し
、提
出
が
あ
っ

た
も
の
と
み
な
さ
れ
た
後
で
も
、
提
出
期

限
の
延
長
は
可
能
で
あ
る
旨
が
国
税
庁
よ

り
発
表
が
さ
れ
て
い
る
⑸
。
延
長
す
る
場

合
は
、
中
間
申
告
書
の
提
出
が
で
き
る
こ

と
と
な
っ
た
時
点
で
、
中
間
申
告
書
の
提

出
の
際
に
、
当
該
中
間
申
告
書
の
余
白
部

分
に「
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の

影
響
に
よ
る
期
限
延
長
申
請
」で
あ
る
旨

を
記
載
し
、
提
出
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い

る
。
中
間
申
告
書
が
提
出
で
き
な
い
状
態

が
確
定
申
告
書
の
提
出
期
限
ま
で
続
く
場

合
に
は
、
中
間
申
告
書
の
提
出
は
不
要
と

な
る
こ
と
が
注
書
き
に
お
い
て
記
載
さ
れ

て
い
る
。

ま
た
、
提
出
期
限
の
延
長
申
請
を
予
定

さ
れ
て
い
る
場
合
で
あ
っ
て
も
督
促
状
が

送
付
さ
れ
る
場
合
が
あ
る
が
、
前
記
の
よ

う
に
中
間
申
告
書
の
余
白
部
分
に
期
限
の

延
長
申
請
で
あ
る
旨
を
記
載
し
提
出
す
る

こ
と
に
よ
り
、
そ
の
提
出
日
ま
で
提
出
期

限
が
延
長
さ
れ
、
そ
の
督
促
状
は
効
力
を

失
う
こ
と
も
示
さ
れ
て
い
る
。

⑸  
国
税
庁「
中
間
申
告
書
の
提
出
期
限
の
延
長
に
関
す
る

お
知
ら
せ
」

⑵　
災
害
損
失
が
生
じ
て
い
る
場
合

の
特
例

「
仮
決
算
に
よ
る
法
人
税
の
中
間
申
告
」

⑴
の
①
ま
た
は
②
に
該
当
し
、
中
間
申
告

納
付
が
不
要
な
ケ
ー
ス
で
あ
っ
て
も
、
中

間
期
間
に
お
い
て
災
害
損
失
金
額
が
生
じ

て
い
る
場
合
に
は
、
仮
決
算
に
よ
る
中
間

申
告
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
さ
れ

て
い
る（
法
法
72
①
④
）。

災
害
損
失
金
額
が
生
じ
た
中
間
期
間
に

係
る
仮
決
算
の
中
間
申
告
に
お
い
て
は
、

所
得
税
額
控
除
お
よ
び
外
国
税
額
控
除
の

規
定
に
よ
る
控
除
を
さ
れ
る
べ
き
金
額
の

う
ち
法
人
税
額
か
ら
控
除
し
き
れ
な
か
っ

た
も
の
は
、
そ
の
災
害
損
失
金
額
の
範
囲

内
で
還
付
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る（
法

法
72
④
）。

ま
た
、
中
間
期
間
に
お
い
て
生
じ
た
災

害
損
失
欠
損
金
額
が
あ
る
場
合
は
、
仮
決

算
の
場
合
で
も
そ
の
中
間
期
間
開
始
の
日

前
２
年
以
内
⑹
に
開
始
し
た
い
ず
れ
か
の

事
業
年
度
に
繰
り
戻
し
て
、
中
間
申
告
書

と
同
時
に
災
害
損
失
の
繰
戻
し
に
よ
る
還

付
請
求
書
を
提
出
す
る
こ
と
に
よ
り
法
人

税
の
還
付
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
制
度

が
あ
る（
法
法
80
⑤
⑥
）。
こ
の
規
定
は
本

感
染
症
に
伴
う
も
の
に
つ
い
て
も
利
用
可

能
で
あ
り
、
資
本
金
の
多
寡
に
か
か
わ
ら

ず
適
用
を
受
け
ら
れ
る
。

国
税
庁
か
ら
は
、
次
の
よ
う
な
費
用
や

損
失
か
ら
生
じ
た
欠
損
金
は
、
災
害
損
失

欠
損
金
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
る
旨
が
例

示
さ
れ
て
い
る
⑺
。
た
だ
し
、
保
険
金
、

損
害
賠
償
金
そ
の
他
こ
れ
ら
に
類
す
る
も

の
に
よ
り
補
填
さ
れ
る
も
の
は
除
外
さ
れ

る（
法
令
154
の
３
④
）。

■
飲
食
業
者
等
の
食
材（
棚
卸
資
産
）の
廃

棄
損

■
感
染
者
が
確
認
さ
れ
た
こ
と
に
よ
り
廃

棄
処
分
し
た
器
具
備
品
等
の
除
却
損

■
施
設
や
備
品
な
ど
を
消
毒
す
る
た
め
に

支
出
し
た
費
用

■
感
染
発
生
の
防
止
の
た
め
、配
備
す
る

マ
ス
ク
、消
毒
液
、空
気
清
浄
機
等
の
購

入
費
用

■
イ
ベ
ン
ト
等
の
中
止
に
よ
り
、廃
棄
せ

ざ
る
を
得
な
く
な
っ
た
商
品
等
の
廃
棄

損

⑹　

青
色
申
告
書
を
提
出
す
る
法
人
以
外
の
法
人
は
、
前
１

年
以
内

⑺　

国
税
庁「
国
税
に
お
け
る
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染

症
拡
大
防
止
へ
の
対
応
と
申
告
や
納
税
な
ど
の
当
面
の
税

務
上
の
取
扱
い
に
関
す
る
Ｆ
Ａ
Ｑ
」
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